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1． はじめに 
現在，我が国では高齢化と共に人口減少が懸念されて

おり，高齢者人口の割合が 2000 年には 17.4％であったが，

2014 年には 25％にまで増加すると懸念されている．この

様な中，これまでの高齢者対策としての交通インフラ整備

は，高齢者を弱者として位置付け，鉄道駅構内での段差

解消や障害者のための誘導ブロック設置等，施設に対す

るバリアフリー化，あるいは，デマンドバスの導入等，モビリ

ティの確保という目的で行われてきた． 

しかし，一口に“高齢者”という言葉でまとめきれないほ

ど，現代の高齢者層の生活パターンやライフスタイルは多

様化し，収入や資産等の経済基盤においても大きな格差

が見られる．さらに身体面においても，必ずしも交通弱者

とは言い切れない，若年層と変わらないモビリティを示す

高齢者も現れつつある．この様な活動的な高齢者（アクテ

ィブ・シニア）は近年増加しており，特に 2007 年から始まる

団塊世代の定年退職により急増する事が予想されている．

高齢化時代に即した交通基盤整備や交通政策を検討す

るに当たっても，交通弱者という社会的に庇護されるべき

存在としての側面だけに着目するだけでなく，高齢者のア

クティブ・シニアという一面にも着目し，その交通行動や消

費行動の特徴を明示的に考慮した交通計画・政策の立案，

及び，その検討のための交通行動分析ツールの開発を行

うことが必要であると考えられる． 

 さて，既存の意識調査 1)より，アクティブ・シニアは夫婦

一緒での旅行に対する強い意向を示す事が指摘されてい

る．すなわち，彼らは個人単位（一人）での活動よりも世帯

単位（夫婦）での共同活動からより大きな満足度を得てい

る事が想像される．また定年後は生活時間の多くを夫婦

で一緒に過ごすために活動選択の意思決定に世帯内の

相互作用が大きく影響する事も想定される．さらに，経済

面でも可処分所得が大きい反面，年金受給の不確実性

等から，将来の生活に対して不安を抱いている事も指摘さ

れている． 

この様に高齢者のライフスタイルが多様化する社会に

おいて，政府の政策が世帯の時間配分にどの様な影響を

与えるかを分析するためには，従来の個人単位での活動

時間配分モデルではなく世帯単位でのモデルの適用が

必要となる．以上のような問題意識のもと，本研究では，以

下の 3 点の特徴を有する新たな時間配分モデルを構築し，

アクティブ・シニアを対象とした実証分析を行う． 

（ⅰ）個人単位ではなく世帯単位でのモデル構築 

（ⅱ）所得制約と時間制約の 2 つの制約条件を考慮 

（ⅲ）時間利用データを用いたモデルの同定と，時間価値

推計や政策分析の実施 

2． モデルの定式化 
世帯 h の効用関数は，社会的厚生関数の理論に則り，

個人の効用関数で構成されると考える． 
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Cobb-Douglas 型関数に特定化 (4)～(8)式の連立方程式を解く事により，(9)，(10)式の様

に非線形同時方程式形で活動時間モデルが導出される． ( ) ( ) (hn hni hni hnj hj n n
i j

U A ln t A ln t B ln Z= + +∑ ∑ )   (2) 

共同活動時間式 
世帯効用関数の特定化 

( ) ( )
hnj hn

hj n

h h
hn hni hn hnj 1

n i n j

A θ jt
9T -st

θ A θ A π

∀
=

  
+ +  

   

∑

∑ ∑ ∑ ∑

( )( )h
1 h h hj h h

h

B- F -G - r T -st
G

π ≡  

( ) ( ) ( )h hn hni hni hn hnj hj hn h h
n i n j n

W A ln t A ln t B ln Zθ θ θ= + +∑ ∑ ∑ ∑ ∑
   (3) 

hW ：世帯 h の効用関数, ：個人 n の効用関数, ：独

立活動, 
hnu i

j ：共同活動, nZ ：個人 の合成財消費量

：独立必須活動， ：独立自由活動，

n
i-man i-dis j-out ：

共同宅外活動， j-in ：共同宅内活動， hnθ ：活動参加へ

の世帯の中での強さ, t ：独立活動への配分時間， t ：

共同活動への配分時間, ：世帯の対象以外の活動時

間（睡眠，移動など），T ：利用可能時間, ：収入, ：

独立活動への参加費用, r ：共同活動への参加費用, ：

合成財の価格,

hni hj

r
P

hst

hj

h hF hni

h

hZ ：合成財の消費量, ：家

計の支出， ：独立活動時間属性

( )Zh hP
a
i

hG =

hnia hnjbA ,A X ，共同活

動時間属性
b
jX の関数, hB ：個人世帯属性Y の関数

：パラメータ， ：

， b ： , λ：所得の限界効用，µ：ラグラン

ジェ乗数，I：独立活動時間総数，J：共同活動時間総数． 

h
a a

2iβ β
man,dis

b
1j 2j, ,β β
out

b ,L L1i 1,β 2h,βh, , L a
,in

独立活動時間式 

( ) ( )
hni hni hn

h h
2 hn hni hn hnj 3 4

n i n j

n,it A   
10T -st

A A

θ

π θ θ π π

∀
=

    + + +   
    

∑ ∑ ∑ ∑
　

　

 

hni hn h
hni

hni h
2

hnj hn
n h

hj
hj h

A θ B- r
t G
A θ

B- r
t G

π

 
 
  ≡  
 
 
  

∑
 

( ) ( )h h
3 h h 4 hni h

h h

B B- F -G , r T -st
G G

π π≡ ≡ h
 

( )
( )
( )
( )

man man man man
hmi-man 1i i1 2i i2

dis dis dis dis
hmi-dis 1i i1 2i i2

man man man man
hwi-man 1i i1 2i i2

dis dis dis dis
hwi-dis 1i i1 2i i2

A exp X X , 

A exp X X , 

A exp X X ,

A exp X X ,

β β

β β

β β

β β

= +

= +

= +

= +

L

L

L

L

( )
( )
( )

( )
( )

out out out out
hmj-out 1 j j1 2 j j2

in in in in
hmj-in 1 j j1 2 j j2

out out out out
hwj-out1 1 j j1 2 j j2

in in in in
hwj-in 1 j j1 2 j j2

h 1 h1 2 h2

A exp X X ,

A exp X X ,

A exp X X ,

A exp X X ,

B exp Y Y

β β

β β

β β

β β

β β

= +

= +

= +

= +

= + +

L

L

L

L

L

 

以上の設定のもと，世帯の時間配分行動は，以下の制

約条件付き最適化問題として表される． 
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また，活動時間価値(人が行ったある活動に対してどれ

位の価値を見出しているか実際の行動から計測したもの)

は，時間に対する世帯の限界効用を所得の限界効用で

除したものとして(11)，(12)式と定義で定義される． First order derivative condition:  
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共同活動の時間価値（VOJAT） 
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3． 実証分析の概要  
表 3 田村 2)によるアンケート調査の概要 

調査目的 
休日における道路利用者の時間価値計測：①

平日と休日の時間利用，②時間利用に対する

意識，③ドライバー経路選択要因 等の把握 

調査 
実施主体 

東京工業大学屋井研究室， 
三菱総合研究所， 
国交省東京湾岸道路調査事務所 

調査 
実施期間 平成 12 年 11 月 25 日，16 日 

配布 
地点・方法 

東関東自動車道習志野料金所，東京湾アクア

ライン金田料金所で配布・郵送回収 

調査結果 7000 部配布・819 人から回収 
（回収率 11.7％），有効回答数は 413 人 

表 4 田村 2)によるアンケート調査の調査項目と特徴 
活動時間 

日誌 
調査表受取日における主な活動の記録 
（活動時間，費用，同伴者） 

個人属性 
項目 

年齢，性別，結婚，免許の有無，職業，年収，

学歴，勤め先に休暇制度など 
調査日の 

旅行の特徴 旅行の目的，同行者など 

経路選択の 
SP 調査 旅行時間と支払意思額の選択 

ニーズ 
に対する意識 重要度，満足度 

活動に対する 
SP 調査 

追加時間に対する活動の選択と 
その支払意思額 

特徴 活動時間データは主な活動のみだが， 
活動費用のデータを得られる 

（1） 時間利用データ 
 世帯の活動時間配分モデルを分析するために，総務省

が平成 13 年に実施した社会生活基本調査（調査票 B）デ

ータを用いる．調査概要と調査項目を表 1，表 2 に示す． 
表 1 社会生活基本調査の概要 

調査実施期間 平成 13 年 10 月 5 日～13 日（9 日間） 
調査地域 全国 47 都道府県 

調査対象者 10 歳以上の世帯構成員 
サンプル数 4000 世帯（19398（人・日）） 

表 2 社会生活基本調査の調査項目と特徴 

活動時間 1 日の活動配分時間の状況 
（15 分単位，活動 62 分類，同伴者） 

個人属性

項目 

出生年月日，世帯主との続柄，活動記入日，仕事

の種類，普段 1 週間の就業時間，性別，配偶者の

有無，普段の介護状況，天候など 

世帯属性

項目 

都道府県番号，世帯番号，住居の種類，居住室

数，自家用車の有無，世帯の年間収入，介護支援

の利用状況，不在者の有無など 

特徴 

世帯構成員の活動時間データを入手可能，同伴者

項目により世帯内における時間利用の相互関係の

分析が可能，地域が限定されない，活動費用につ

いての項目がない 

本研究では，50 歳以上の活動的な高齢者夫婦のみの世

帯を抽出した．ここで“活動的”とは，夫婦 2 人で一緒に外

出活動を行っている事を意味する．また，高齢者の場合，

労働を行っていない場合等想定されるため，平日と休日

の違いは若年者と比較してそれほど大きくないと考えられ

る．そのため，サンプル数を確保するため平日・休日の区

別は行わない．その結果，最終的にモデル推定に用いる

総世帯数は 109 サンプルとなった． 

道府県のデータに変換する．この変換後データを，各地

域における活動 i の単位時間当たりの参加費用と考え，各

世帯の居住地域に応じて設定する． 
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また，総務省の社会生活基本調査は活動を 62 分類に

しているが，活動時間 0 のサンプルを除外して，推定の自

由度を上げるため，本研究では 62 分類の活動を共同宅

外・宅内活動，独立必須・自由活動の 4 つに再分類した． 

（3） 合成財支出データ 
 世帯が活動に要した費用以外への支出を合成財支出と

して集約する．具体的には，総務省データの調査項目“世

帯年収”から算出した日収，活動参加費用，活動時間を

モデルの所得制約式に代入し，(14)式により算出する． （2） 活動参加費用データ 
実証分析を行うためには，世帯構成員別の活動時間デ

ータとその活動に要した費用データを必要とするが，後者

は社会生活基本調査から得ることが出来ず，外生的に与

える必要がある．本研究では，この活動に要した単位時間

当たり費用（費用原単位）を，田村２）が平成 12 年に行った

アンケート調査（表 3，表 4）を用いて作成し，社会生活基

本調査の活動時間データに統合する．具体的には，サン

プル数の多かった千葉県在住者のデータに対して，活動

i に要した費用を活動 i を行うのに要した時間で除す事で，

単位時間当たりの活動参加費用を算出する．そのサンプ

ル平均を千葉県における活動 i の参加費用と見なし，(13)

式の様に県別消費者物価指数（CPI）で重み付けして各都 

( ) ( ){ }
n i

 = - /×∑∑
合成財支出

　日収 活動時間 分 活動参加費用 円 分
(14) 

4． パラメータ推定結果と考察 
独立活動時間，共同活動時間，合成財支出に影響す

る要因としては，個人・世帯属性に加えて，社会基盤整備

水準や県内のマクロ経済状況等も考えられる．これらは県

内の人口や地域面積によって異なるため，人口や地域面

積で基準化した値を用いる． 

推定するモデルを表 5 に目的変数別に示す． 

夫，妻それぞれ，3 つの活動時間が決定されれば残り 1

つは時間制約式より自動的に決定されるため，試行錯誤 

 



表 5 推定モデルの方程式と目的変数 
 目的変数  目的変数 

EQ1 共同宅外活動時間 EQ6 夫の独立自由活動時

間(EQ2 を変数) 

EQ2 共同宅内活動時間 EQ7 妻の独立必須活動時

間(EQ1 を変数) 

EQ3 夫の独立必須活動

時間(EQ1 を変数) 
EQ8 妻の独立必須活動時

間(EQ2 を変数) 

EQ4 夫の独立必須活動

時間(EQ2 を変数) 
EQ9 妻の独立自由活動時

間(EQ1 を変数) 

EQ5 夫の独立自由活動

時間(EQ1 を変数) 
EQ10 妻の独立自由活動時

間(EQ2 を変数) 

 
表 6 パラメータ推計結果 

説明変数 記号 条件 推計値 ｔ値 
交通・通信の 

消費者物価指数 h1Y  ＋ 0.616E-
02 8.74** 

合
成
財 夫の職業ダミー 

（正社員 1，その他 0） h2Y  ＋ 0.847 26.7** 

公共多目的運動広場数 
（人口 100 万人当たり） 

di
i1X s  ＋ 0.184E-

02 3.26** 独
立
自
由 妻の就業時間ダミー 

(49～59 時間 1，その他 0) 
di
i2X s  － -0.0881 -0.435 

曜日休日ダミー 
（休日 1，平日 0） 

man
i1X  － -0.0717 -1.42 独

立
必
須 

妻の就業時間ダミー 
(60 時間以上 1，その他 0) 

man
i2X  ＋ 0.0410 0.216 

降水日数 
（日/年間） 

in
j1X  ＋ 0.0358 8.13** 共

同
宅
内

県内市町村道路舗装率 
（%） 

in
j2X  － -0.0296 -5.22** 

県財政老人福祉費割合（%）
out
j1X  ＋ 0.411 6.46** 

県財政普通建設事業費割合

（百万円／県内人口千人） 
out
j2X  － -0.0194 -4.77** 

共
同
宅
外 県内老人ホーム定員数  

(人／65 歳以上人口千人) 
out
j3X  － -0.871E

-02 -0.866** 

夫の世帯意思決定の強さ hmθ  0-1 0.53 23.2** 

妻の世帯意思決定の強さ hwθ  0-1 0.47 23.2** 

方程式 重相関係数 方程式 重相関係数 
EQ1 0.237 EQ7 0.122 
EQ3 0.394 EQ9 0.146 
EQ5 0.165  

+10％有意,*5%有意,**1%有意

表 7 活動時間価値の平均値 
活動種類 VOAT(円/分) 標準偏差 

共同宅外活動時間価値 150 297 
共同宅内活動時間価値 169 342 

夫の独立必須活動時間価値 24.4 27.2 
夫の独立自由活動時間価値 22.2 55.3 
妻の独立必須活動時間価値 14.7 33.6 
妻の独立自由活動時間価値 29.8 67.7 

の結果 EQ 1，3，5，７，9 を同時方程式体系と考え，非線

形 3 段階最小二乗法を適用してパラメータ推定を行った．

推計結果，及び平均活動時間価値を表 6，7 に示す． 

表 6 より，夫の独立必須活動を示す式については，比

較的高い重相関係数の値が得られているが，それ以外の

活動，特に共同活動の重相関係数はそれ程大きくない．

これは，4 活動に分類した際に，共同活動を宅外，宅内の

みに分け，必須・自由活動を考慮しなかった事に起因して

いると推察される． 

各パラメータの推計結果についてはどれも符号条件を

満たしており，多くの変数は統計的に有意となっている． 

老人福祉費割合が統計的に有意で正の値を示してい

る事から，老人福祉費の割合が増加する事で世帯の効用

が高まると言える． 

世帯構成員の意思決定の強さを示すパラメータθは，夫

の方が大きく，夫の効用を高める方が世帯全体の効用が

上昇する事が示唆される． 

次に，表 7 の活動時間価値の推定結果について考察

する．これは，各サンプルの活動時間価値を算出して，そ

の後，平均を取ったものである．これより，世帯は独立活

動よりも共同活動に高い価値を与える傾向があることが分

かる．また，夫の場合，自由活動よりも必須活動に高い価

値を与えていること分かる．これは(12)式の独立活動時間

価値式より，アクティブ・シニアの独立必須活動時間 t
が小さいか，合成財支出 が大きい事を示唆している． 
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